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親会社等における当社の議決権所有比率　39.37％
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１．平成18年３月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 96,252 3.0 4,808 21.2 4,733 23.1

17年３月期 93,484 6.2 3,966 27.8 3,844 33.7

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 2,377 31.7 63 81 ― 8.8 5.5 4.9

17年３月期 1,805 5.2 48 35 ― 6.8 4.4 4.1

（注） ①持分法投資損益 18年３月期  99百万円     17年３月期 102百万円

②期中平均株式数（連結） 18年３月期  36,425,160株     17年３月期 36,429,500株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)連結財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 87,416 27,112 31.0 742 94

17年３月期 85,854 27,153 31.6 744 22

（注） 期末発行済株式数（連結） 18年３月期  36,422,984株 17年３月期 36,426,190株

(3)連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年３月期 3,953 1,627 △5,269 1,659

17年３月期 2,194 1,000 △3,107 1,349

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 13社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 2社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 1社　（除外） ―社　持分法（新規） ―社　（除外） ―社

２．平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 47,000 1,900 1,000

通　期 99,000 4,400 2,300

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 63円14銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって予想数値と異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、平成18年3月期決算短信（連結）の添付資料の6ページをご参照ください。
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１．企業集団の状況
 

　当企業集団（当社、連結子会社ならびに関連会社）は、建設仮設材の賃貸および販売等を主たる事

業内容とする当社を中核として、建設機械、事務用機器の賃貸等、各建設作業所における関連商品群

を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と一体となった総合的な営業活動を全国規模で展開し

ております。

 　㈱レクノスおよび㈱レンタルシステム東北ほか6社の子会社は、建設機械をそれぞれの担当地域に

おいて建設会社に賃貸しております。子会社ウエス㈱は当社グループ会社が保有する中古建設機械等

の売却処分を一元的に行なっております。また、子会社ジェコス北海道㈱は北海道を中心に、当社と

連携し建設仮設材の賃貸および販売等を行なっております。一方、関連会社の協友リース㈱はＨ形鋼

桁材を、イースタンリース㈱は事務用機器の専門品目を保有、管理しており、当社はその提供を受け

て顧客に供給しております。また、子会社トラック・エンド・メンテナンス・サービス㈱は建設仮設

材等の運送を行なっており、当社はその委託をしております。さらに、子会社リプロダクション㈱は、

Ｈ形鋼の加工等を、子会社ジェコス工事㈱は仮設工事の安全施工に関する技術的支援等を行なってお

ります。

一方、ジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱ならびにＪＦＥ商事ホールディングス㈱は、当

社議決権総数の39.37％、22.67％をそれぞれ有するその他の関係会社であるＪＦＥスチール㈱なら

びにＪＦＥ商事㈱の完全親会社であり、当社が取扱う建設仮設材の一部は、ＪＦＥスチール㈱製の

鉄鋼製品をＪＦＥ商事㈱から調達しております。

なお、これらの営業活動は、建設作業所において仮設工事およびこれに関連して使用されるとい

う取扱品目の性質ならびにエンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮す

ると、単一の事業分野に属しているものと認識しており、事業分野が単一セグメントであるため、

以下の記載においては事業の種類別セグメントについての記載は行なっておりません。

当企業集団の概要図は下記のとおりであります。 
 

 （その他の関係会社） 
ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 

顧  客 

（子会社） 
ジェコス工事㈱ 
・仮設工事の技術的支援 

事務用機器の賃貸 

H 形鋼桁材の賃貸 

工事の技術的支援 

建設仮設材の賃貸、 
販売 

建設機械の賃貸 

建設仮設材等の運送 

H 形鋼の仕入 

H 形鋼の販売 

（その他の関係会社） 
J FE 商事ホールディングス㈱ 

（その他の関係会社） 
J FE スチール㈱ 

（子会社） 
㈱レクノスおよび 
㈱レンタルシステム東北 ほか 6 社 

・建設機械の賃貸ほか 

（関連会社） 
協友リース㈱ 
・H 形鋼桁材の賃貸 

（関連会社） 
イースタンリース㈱ 
・事務用機器の賃貸 

（子会社） 
リプロダクション㈱ 
・H 形鋼の加工等 

（子会社） 
トラック・エンド・メンテナンス・サ
ービス㈱ 
・建設仮設材等の運送 

（子会社） 
ジェコス北海道㈱ 
・建設仮設材の賃貸、販売 
 

（その他の関係会社） 
J FE 商事㈱ 

商品等の

仕入 

（当社） 
ジェコス㈱ 
・ 建設仮設材の賃貸、販売 
・ 鋼製加工製品の製作、加工 
・ 建設機械の賃貸 
・ 仮設工事の設計、施工 
・ 建設仮設材等の修理、運送 

加工品の

販売等 

（子会社） 
ウエス㈱ 
・中古建設機械の売買 

中古建設機械の販売 
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２．経営方針

(1)　会社経営の基本方針

当社は、建設工事における基礎工事など地下掘削に欠かせない建設仮設材、建設機械の賃貸や仮

設工事の設計、施工を中心事業としており、建設事業を総合的にサポートすることによって、社会

資本の形成に寄与しております。
 
(2)　会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主に対する利益還元を経営の重点課題として位置付けておりますが、財務体質強化、

将来の生産設備の拡充に備えつつ、継続的安定配当を目的とし、内部留保にも留意してまいります。

　なお、現時点では四半期配当など、期末・中間配当以外の配当を実施する予定はありません。
 
(3)　投資単位の引下げに関する考え方および方針等

当社は、株式投資単位の引下げが、個人投資家の株式市場への参加を促し、株式市場を活性化す

る施策としての重要性を十分に認識しておりますが、従来から投資単位を100株としているため、

現時点では特段の措置を講ずる必要はないものと考えております。
 
(4)　目標とする経営指標

当社は、株主に対する利益還元を経営の重点課題としていることから、経営指標として株主資本

利益率(ＲＯＥ)を重視しております。具体的には、株主資本利益率(ＲＯＥ)５％以上を安定的に確

保することを目標としております。
 
(5)　中長期的な経営戦略と対処すべき課題

厳しい経営環境が続くなかで、当社はグループ企業間の連携を一層強化し、商機の確実な取り込

みと企業集団としての損益管理を徹底するとともに、新技術、新工法の開発など仮設工事の周辺事

業分野へ積極的に事業を展開して、将来の収益基盤を充実することを最重点課題として取り組んで

まいります。加えて、工場における補修作業の機械化を進め、コストの削減と経営資源の有効活用

を図り、有利子負債を圧縮するなど財務体質の一層の強化に努めてまいります。
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(6)  親会社等に関する事項　

　①親会社等の商号等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成18年３月31日現在）

親会社等の商号 属　性
親会社等の議決権所

有割合（％）

親会社等が発行する株券が

上場されている証券取引所等

ジェイ エフ　イー　ホール

ディングス株式会社

当社が他の会社の関連会社

である場合における当該他

の会社

39.37

（39.37) 

株式会社東京証券取引所　　市場第一部

株式会社大阪証券取引所　　市場第一部

株式会社名古屋証券取引所　市場第一部

ＪＦＥスチール株式会社  同　上 
39.37

（0.01）
なし 

ＪＦＥ商事ホールディングス

株式会社
同　上

22.67

（22.67）

株式会社東京証券取引所　　市場第一部

株式会社大阪証券取引所　　市場第一部 

ＪＦＥ商事株式会社 同　上
22.67

（6.55）
なし 

（注）1.親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合を内数で表示しております。

      2.ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社は、ＪＦＥスチール株式会社の完全親会社であります。

　　　3.ＪＦＥ商事ホールディングス株式会社は、ＪＦＥ商事株式会社の完全親会社であります。

　②親会社等のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号およびその理由

商　　号 理　　由

ジェイ　エフ　イー　ホール

ディングス株式会社

完全親会社としてジェイ　エフ　イー　ホールディングス㈱が、ＪＦＥスチール㈱を支配

しているため。

　③親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他当社と親会社等との関係

当社は、ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社を中心とするＪＦＥグループに上記親

会社等の持分法適用会社として属しております。兼任役員、受け入れ出向者の状況といたしまして

は、ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社から兼任監査役が1名就任しているほか、ＪＦ

Ｅスチール株式会社から11名の出向者を受け入れておりますが、出向者のうち管理職などの重要な

役職にあるものはおらず、兼任役員の就任や出向者の受け入れが当社独自の経営判断を妨げるほど

のものではないため、親会社等からの独立性を確保しているものと認識しております。

  （役員の兼務状況）

役　　職 氏　　名 親会社等での役職

 非常勤監査役 深　川　　均 
ジェイ　エフ　イー　ホールディングス株式会社

監査役事務局　部長 

 　（注）当社の取締役14名、監査役4名のうち、親会社等との兼任役員は当該1名のみであります。

　④親会社等との取引に関する事項

親会社等との取引については、30～31ページに記載の⑦関連当事者との取引（1）親会社及び法人

主要株主等をご参照ください。

(7) その他、会社経営上重要な事項　

 　該当する事項はありません。
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３．経営成績および財政状態

 

(1)　経 営 成 績

ａ．当期の概況

当連結会計年度（当社第39期）におけるわが国経済は、企業収益の改善を受け、民間設備投資、
個人消費ともに増加傾向が続いたほか、回復が遅れていた一部の業界にも景気浮上の裾野が広が
り始めるなど、総じて回復基調で推移いたしました。しかしながら、原材料価格の高止まりが続
いたほか、長期金利の上昇や増税への観測が強まるなど、景気後退への不安要素が残ることとな
りました。
  当企業集団を取り巻く建設業界におきましても、民間建設需要が引続き堅調に推移するなど、
明るい兆しは見え始めているものの、全体的には、公共投資の縮減傾向が依然として続くなど、
楽観視できない状況が続きました。
  このような経営環境のもとで当企業集団は、引き続きグループ企業間の連携を強め、情報の共
有化を一層推進したほか、新商品、新製品の拡販ならびにサービス・品質の向上に努めたことで、
商機の確実な取り込みによる収益力の向上を図るとともに、グループ全体での経営資源を再分配、
再構築することで、コストの削減を一層進めてまいりました。
  その一環として、当社におきましては、機材営業本部を設置し建設機械・土木加工製品の営業
促進と営業本部体制の強化を図ったほか、福山営業所を移転し得意先へのサービス体制の充実を
図りました。また、千葉県富里市に富里機械センターを開設し、自社で使用する工事用機械と賃
貸用建設機械のメンテナンス業務を統合し、業務の効率化、人的資源の有効活用を図ることによ
り、整備コストの一層の圧縮を図ってまいりました。
  一方、建設機械の賃貸を主たる事業とする連結子会社㈱レンタルシステム九州が福岡県嘉穂郡
穂波町（現福岡県飯塚市）に飯塚営業所を開設し営業基盤を拡充したほか、㈱レンタルシステム
東海が本社および浜松出張所を移転し、一層のコスト削減を図ってまいりました。
  さらに、当社グループにおける中古建設機械等の売却処分を一元化することで、業務の効率性、
経済性を高めることを目的として連結子会社ウエス㈱を設立いたしました。
  また、当社におきましては、得意先へのより迅速な対応を可能とする新設計ソフトを開発し全
社的に導入したほか、東京工場、大阪工場では※1「スチールセグメント」の製造に関して品質マ
ネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ９００１認証を取得するなど、サービス、品質の向
上に努めてまいりました。
  加えて、将来における収益基盤を充実させるための取り組みとして、仮設周辺事業分野におけ
る新製品・新技術の開発、新商品の開拓、拡販も積極的に行なってまいりました。
  具体的には、当社新製品である※2「ジェコス クリーン ウォーター（自動コンパクト型濁水処
理装置）」の本格的な営業を開始したほか、昨年から取扱いを始めた※3「鋼製スリットウォー
ル」、ＩＳＯ９００１認証を取得した「スチールセグメント」をはじめとする鋼製加工製品の一
層の拡販を図ってまいりました。また、当社特許工法である※4「ＧＳＳ工法」に使用する「ジェ
コソイルシステム」につきましては、社団法人日本建設機械化協会による技術審査証明を取得し、
その実効性があらためて認められました。これを受け、民間建設会社をはじめとして、官公庁、
設計コンサルタントへの同工法の提案営業を一層強化してまいりました。
  以上の諸施策を実施いたしました結果、連結売上高は962億52百万円と前連結会計年度比3.0%の
増収、損益面におきましても、連結経常利益で47億33百万円と前連結会計年度比23.1%の増益とな
り、また、特別利益として投資有価証券売却益など4億18百万円、特別損失として固定資産処分損
など5億40百万円を計上した結果、連結当期純利益においても23億77百万円と前連結会計年度比
31.7%の大幅な増益となりました。

※1「スチールセグメント」は、複数を組み上げると円柱形となる鋼製加工製品で、主に下水道や地下鉄などシー

ルドの骨組みとして使用されます。

※2「ジェコス クリーン ウォーター」は、従来手作業が主流で非効率であった建設作業所から排出される濁水の

浄化を自動化した装置で、従来の装置と比較して処理時間、設置スペース、トータルコストの削減を可能とし

たものです。

※3「鋼製スリットウォール」は、鋼製の枠とチェーンを使用した擁壁で、大型重機の搬入が困難な山間地などで

も容易に施工を可能としたものです。また、予め種子を植えつけたマットにより壁面を緑化するなど、自然環

境にも配慮しています。

※4「ＧＳＳ工法」（ジェコソイルシステム工法）は、土留め工事のひとつであるソイルセメント連続壁工事の際

に発生する産業廃棄物を、従来工法と比較して大幅に削減することを可能とした新工法です。
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ｂ．次期の見通し

当企業集団をとりまく経営環境は、一部民間建築に明るい兆しが見えてはいるものの、続く緊

縮財政に加え、地方における需要の低迷、大都市圏における一物件あたりの規模の小型化傾向な

ど需給環境が改善せず、また依然鋼材価格が高止まりし原価押上げ要因となるなど厳しい状況が

続くものと思われます。

　こうしたなか、当企業集団では、建設機械の賃貸を行なう子会社との連携を強化しマーケット

におけるシェアの拡大を図るとともに、従来から展開しているスチールセグメントを始めとする

鋼製加工製品や「ＧＳＳ工法」、「鋼製スリットウォール」、「ジェコスクリーンウォーター」

などの仮設周辺事業を積極的に展開し、仮設鋼材と合わせた総合的な営業を推進し売上の拡大を

図ってまいります。

　他方、工場補修効率の向上に努めることで、保有資産の有効活用を一層進め仕入れコスト、減

耗費などの原価の抑制を図り、加えて有利子負債を縮減し金利負担の削減など財務体質を強化し

てまいります。

　市場の大幅な改善が見込めない状況下にあって、当企業集団ではグループ力を活かしコア事業

におけるシェアの拡大と周辺事業の充実により重層的取引を図り、売上、利益の確保に努めてま

いります。

　この結果、通期連結売上高990億円、連結経常利益で44億円、連結当期純利益は23億円を見込ん

でおります。

(2)　財 政 状 態

キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ3億

11百万円（23.0％）増加し、16億59百万円となりました。

なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは39億53百万円（前連結会計年度

比17億59百万円増）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益を46億11百万円確保し、

仕入債務の増加額が29億78百万円となった一方で、売上債権の増加額が31億27百万円となったこ

とや法人税等の支払額が19億67百万円となったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは16億27百万円（前連結会計年度

比6億27百万円増）となりました。これは主に投資有価証券の売却による収入が23億19百万円と

なった一方で、有形固定資産の取得による支出が4億39百万円となったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは△52億69百万円（前連結会計年

度比21億62百万円減）となりました。これは主に、投資活動により得られたキャッシュ・フロー

を借入金の返済に充当したことにより、借入金が48億30百万円減少したことによるものであります。
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       キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

自己資本比率 26.7% 29.6% 31.6% 31.0%

時価ベースの自己資本比率 15.4% 20.1% 29.6% 35.4%

債務償還年数 8.3年 2.7年 10.3年 4.5年

インタレスト・カバレッジ・

レシオ
10.9 32.2 9.3 22.0

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※1.各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2.株式時価総額は、期末株価終値×発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全

ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。
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 (3)　事業等のリスク

当企業集団の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　①建設業界に対する依存度について

当企業集団の主たる取引先は建設会社であり、事業環境としては建設業界の事業環境と一体で

あります。したがって当企業集団の経営成績は民間建設投資および公共建設投資の動向により影

響を受ける可能性があります。

　②与信管理について

当企業集団では取引先の信用度合による与信限度枠を設定し、不良債権の発生防止に努めてお

りますが、取引先の倒産により貸倒損失が発生した場合、当企業集団の経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

　③価格変動の影響について

当社の取扱商品の一部（Ｈ形鋼等）は市況商品であり、仕入価格、販売価格等の変動など、経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　④金利変動の影響について

当企業集団における事業活動への投資資金は金融機関からの借入金に依存しているため、金利

の変動がある場合には、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、一部の借入金につい

ては、金利スワップを利用したヘッジ取引を実施しております。

　⑤事故等による影響について

当企業集団では作業に従事する建設作業所や資材補修工場において、安全管理本部のもと社員

や協力会社の作業員に対して安全衛生管理の徹底、啓蒙活動を行なっておりますが、予期せぬ事

故による納入遅延や工期の遅れ等により、損失補償の責任を負う可能性があります。

　⑥株価の変動について

当企業集団が保有している上場株式の株価が変動した場合、当企業集団の経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

　⑦固定資産の価値下落について

当企業集団が所有する固定資産について、収益性の低下や時価の下落に伴う資産価値の低下は、

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結財務諸表等
(1) 連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金及び預金 1,362 1,699 337

２　受取手形及び売掛金 29,820 32,958 3,138

３　たな卸資産  25,520 26,470 950

４　繰延税金資産 873 1,018 146

５　その他  ※３ 1,358 1,328 △30

　　貸倒引当金 △280 △405 △125

流動資産合計 58,653 68.3 63,068 72.1 4,415

Ⅱ　固定資産  

(1) 有形固定資産  

１　賃貸用建設機械 6,342 5,508  

減価償却累計額 △4,079 2,263 △3,535 1,972 △291

２　建物及び構築物 11,178 11,174  

減価償却累計額 △7,089 4,089 △7,252 3,922 △167

３　機械装置及び運搬具 7,082 7,028  

減価償却累計額 △5,883 1,199 △5,963 1,064 △135

４　土地 ※４ 13,639 13,618 △21

５　その他 1,333 1,281  

減価償却累計額 △951 382 △935 346 △36

有形固定資産合計 21,572 25.1 20,922 24.0 △649

(2) 無形固定資産 288 0.3 247 0.3 △41

(3) 投資その他の資産  

１　投資有価証券 ※１ 2,923 1,292 △1,632

２　繰延税金資産 1,375 813 △562

３　その他 2,370 2,098 △272

　　貸倒引当金 △1,328 △1,024 303

投資その他の資産合計 5,341 6.2 3,178 3.6 △2,162

固定資産合計 27,201 31.7 24,348 27.9 △2,853

資産合計 85,854 100.0 87,416 100.0 1,563
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前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形及び買掛金  29,788 33,045 3,257

２　短期借入金 18,770 13,950 △4,820

３　一年内返済予定の
長期借入金

10 3,900 3,890

４　未払法人税等 1,480 1,412 △67

５　繰延税金負債 2 3 1

６　賞与引当金 753 831 78

７　その他 2,523 3,661 1,138

流動負債合計 53,326 62.1 56,802 65.0 3,476

Ⅱ　固定負債  

１　長期借入金 3,900 ― △3,900

２　再評価に係る
繰延税金負債

※４ 120 2,212 2,093

３　退職給付引当金 791 692 △99

４　役員退職慰労引当金 273 315 42

５　その他 292 284 △8

固定負債合計 5,376 6.3 3,503 4.0 △1,873

負債合計 58,701 68.4 60,304 69.0 1,603

 

（少数株主持分） ― ― ― ― ―

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※５ 4,398 5.1 4,398 5.0 ―

Ⅱ　資本剰余金 4,596 5.4 4,596 5.3 ―

Ⅲ　利益剰余金 17,817 20.7 19,693 22.5 1,876

Ⅳ　土地再評価差額金 ※４ 183 0.2 △1,876 △2.1 △2,059

Ⅴ　その他有価証券
評価差額金

163 0.2 308 0.3 145

Ⅵ　自己株式 ※６ △4 △0.0 △6 △0.0 △2

資本合計 27,153 31.6 27,112 31.0 △40

負債、少数株主持分
及び資本合計

85,854 100.0 87,416 100.0 1,563
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(2) 連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高 93,484 100.0 96,252 100.0 2,768

Ⅱ　売上原価 77,465 82.9 79,492 82.6 2,027

売上総利益 16,019 17.1 16,761 17.4 742

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１　貸倒引当金繰入額 － 127  

２　給与諸手当 4,502 4,419  

３　賞与引当金繰入額 654 671  

４　退職給付費用 375 347  

５　賃借料 921 880  

６　減価償却費 459 428  

７　その他 ※１ 5,142 12,053 12.9 5,080 11,953 12.4 △101

営業利益 3,966 4.2 4,808 5.0 842

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 8 6  

２　受取配当金 10 11  

３　持分法による投資利益 102 99  

４　その他 50 170 0.2 48 165 0.2 △5

Ⅴ　営業外費用  

１　支払利息 249 190  

２　手形売却損 39 42  

３　その他 4 292 0.3 8 240 0.3 △52

経常利益 3,844 4.1 4,733 4.9 890
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅵ　特別利益  

１　固定資産売却益 28 39  

２　投資有価証券売却益 543 370  

３　貸倒引当金戻入額 78 －  

４　その他 － 648 0.7 9 418 0.5 △230

Ⅶ　特別損失  

１　固定資産処分損 ※２ 114 460  

２　会員権処分損 9 －  

３　たな卸資産評価損 105 －  

４　投資有価証券評価損 589 10  

５　投資有価証券売却損 － 34  

６　会員権減損処理額 25 24  

７　減損損失 ※３ 74   －    

８　その他 64 979 1.0 13 540 0.6 △440

税金等調整前
当期純利益

3,512 3.8 4,611 4.8 1,099

法人税、住民税及び
事業税

2,063 1,899  

法人税等調整額 △355 1,707 1.9 336 2,235 2.3 527

当期純利益 1,805 1.9 2,377 2.5 572
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(3) 連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

（資本剰余金の部）  

Ⅰ　資本剰余金期首残高 4,596 4,596 －

Ⅱ　資本剰余金期末残高 4,596 4,596 －

（利益剰余金の部）  

Ⅰ　利益剰余金期首残高 16,471 17,817 1,346

Ⅱ　利益剰余金増加高  

１　当期純利益 1,805 1,805 2,377 2,377 572

Ⅲ　利益剰余金減少高  

１　配当金 364 437  

２　役員賞与 5  43   

３　土地再評価差額金
取崩額

89 458 20 501 42

Ⅳ　利益剰余金期末残高 17,817 19,693 1,876
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 

１　税金等調整前当期純利益 3,512 4,611 1,099

２　減価償却費 1,328 1,148 △180

３　減損損失 74 － △74

４　貸倒引当金の増加額また
は減少額(△）

△363 △178 185

５　賞与引当金の増加額また
は減少額（△）

21 78 57

６　退職給付引当金の増加額
または減少額（△）

△12 △99 △87

７　役員退職慰労引当金の増
加額または減少額（△）

13 42 29

８　受取利息及び受取配当金 △18 △18 1

９　支払利息 249 190 △59

10　持分法による投資利益 △102 △99 3

11　賃貸用建設機械売却損ま
たは売却益(△)

△11 16 28

12　賃貸用建設機械処分損 － 333 333

13　固定資産除却損 86 87 1

14　投資有価証券売却益 △543 △370 173

15　投資有価証券売却損 － 34 34

16　投資有価証券評価損 589 10 △579

17　会員権処分損または売却
益(△)

9 － △9

18　会員権評価損 3 8 5

19　保証金償却 5 － △5

20　売上債権の減少額または
増加額(△)

2,041 △3,127 △5,168

21　たな卸資産の減少額また
は増加額(△)

△2,109 △950 1,160

22　その他の流動資産の減少
額または増加額(△)

△31 26 57

23　破産債権、更生債権その
他これらに準ずる債権の
減少額または増加額(△)

91 205 114

24　仕入債務の増加額または
減少額(△)

△1,502 2,978 4,480

25　未払消費税等の増加額ま
たは減少額（△）

△191 218 410

26　その他の流動負債の増加
額または減少額（△）

968 957 △11

27　その他の固定負債の増加
額または減少額（△）

38 △8 △46

28　役員賞与の支払額 △5 △43 △38

小計 4,140 6,050 1,910

29　利息及び配当金の受取額 40 50 10

30　利息の支払額 △237 △180 57

31　法人税等の支払額 △1,749 △1,967 △218

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

2,194 3,953 1,759
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 

１　定期預金の預入れによる
支出

△182 △45 137

２　定期預金の払戻しによる
収入

336 18 △318

３　賃貸用建設機械の取得に
よる支出

△191 △328 △137

４　賃貸用建設機械の売却に
よる収入

304 85 △219

５　その他の有形固定資産の
取得による支出

△338 △439 △101

６　その他の有形固定資産の
売却による収入

77 88 10

７　無形固定資産の取得によ
る支出

△101 △76 25

８　投資有価証券の取得によ
る支出

△3 △55 △51

９　投資有価証券の売却によ
る収入

964 2,319 1,355

10　貸付けによる支出 △0 △0 △0

11　貸付金の回収による収入 41 28 △12

12　その他の投資による支出 △65 △43 22

13　その他の投資の回収によ
る収入

158 73 △85

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

1,000 1,627 627

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 

１　短期借入金の純減少額 △1,200 △4,820 △3,620

２　長期借入金の返済による
支出

△1,540 △10 1,530

３　自己株式の取得・売却に
よる純支出

△2 △2 △0

４　配当金の支払額 △365 △437 △72

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△3,107 △5,269 △2,162

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額または減少額（△）

87 311 223

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

1,261 1,349 87

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末
残高

1,349 1,659 311
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 　子会社12社すべてを連結しております。

主要な連結子会社は㈱レクノス及び㈱レ

ンタルシステム東北であります。

　子会社13社すべてを連結しております。

主要な連結子会社は㈱レクノス及び㈱レ

ンタルシステム東北であります。

なお、当連結会計年度において、ウエス

㈱を新たに設立したことにより、連結の

範囲に含めております。

２　持分法の適用に関する事項 　下記の関連会社２社に対する投資につ

いて持分法を適用しており、持分法適用

範囲から除外した関連会社はありません。

協友リース㈱

イースタンリース㈱

同左

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

　すべての連結子会社の決算日は連結決

算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準お

よび評価方法

有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

建設仮設材

　先入先出法による原価から定額法に

より計算した減耗費を控除する方法に

よっております。

建設仮設材

同左

その他のたな卸資産

　主として移動平均法による原価法

その他のたな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）及

び一部の連結子会社が保有する賃貸

用建設機械については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

有形固定資産

同左

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）及

び一部の連結子会社が保有する賃貸

用建設機械については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

賃貸用建設機械 ５～15年

建物及び構築物 15～47年

機械装置及び運搬具 ４～15年

賃貸用建設機械 ５～９年

建物及び構築物 10～47年

機械装置及び運搬具 ４～15年

無形固定資産

定額法

無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については財務内容評価法により回

収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支

給見込額基準により計上しております。

賞与引当金

同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

退職給付引当金

同左

　過去勤務費用は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

役員退職慰労引当金

同左

- 17 -



項目
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の方

針及びリスク管理に必要な事項等を定

めた「金利スワップ取引管理規則」に

基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リ

スクを一定の範囲内でヘッジしており

ます。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を半期ごとに比較し、

両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式を採用しております。

消費税等の処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６　連結調整勘定の償却に関す

る事項

　連結調整勘定は、僅少なため発生年度

に一時償却しております。

同左

７　利益処分項目等の取扱いに

関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。

同左

８　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月

31日）が平成16年3月31日に終了する連結会計年度に係る

連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当

連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税金等調整前当期純利益は74百万円減

少しております。なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

　　　　　　　　　――――――

追加情報

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 地方税法の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が

平成15年４月１日に施行され平成16年４月１日から、法人

事業税に外形標準課税が導入されたことに伴い、法人事業

税における付加価値割及び資本割について「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員会「実務対応報告第

12号」平成16年２月13日）に基づき、販売費及び一般管理

費に計上しております。なお、当連結会計年度において、

販売費及び一般管理費に含めて表示した事業税の額は次の

とおりであります。

資本割額　　　　19百万円

付加価値割額　　45百万円

 

 ――――――

 

 ――――――

 

　事業用土地の評価差額について、従来、評価差額に係る

繰延税金資産と繰延税金負債をそれぞれ計上し、繰延税金

負債から繰延税金資産を控除した額を「再評価に係る繰延

税金負債」として連結貸借対照表に計上しておりましたが、

「投資事業組合への出資及び土地再評価に係る繰延税金に

関する監査上の留意事項について」（日本公認会計士協会

　リサーチセンター審理情報〔NO23〕平成18年2月22日）に

おいて、土地再評価に係る繰延税金資産の回収可能性は個

別の土地ごとに検討する取扱いが明確化されたため、当連

結会計年度から具体的な売却予定のない事業用土地の再評

価差額に係る繰延税金資産は回収可能性がないものと判断

し、計上しないことといたしました。このことにより「再

評価に係る繰延税金負債」が2,079百万円増加し、「土地再

評価差額金」が同額減少しております。

なお、これによる当期純利益の影響額はありません。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度

（平成17年３月31日）

当連結会計年度

（平成18年３月31日）

※１　投資有価証券には関連会社の株式が 347百万円含ま

れております。

※１　投資有価証券には関連会社の株式が413百万円含ま

れております。

　２　受取手形裏書譲渡高
375百万円

　２　受取手形裏書譲渡高
466百万円

※３　手形売却未収入金

　流動資産の「その他」には、手形債権流動化によ

る留保部分が 1,072百万円含まれております。なお、

これに対応する手形譲渡残高は6,564百万円であり

ます。

※３　手形売却未収入金

　流動資産の「その他」には、手形債権流動化によ

る留保部分が1,061百万円含まれております。なお、

これに対応する手形譲渡残高は5,471百万円であり

ます。

※４　土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、「土地の再評価に関す

る法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法

律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い土地の帳簿価額が155

百万円増加しております。当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

差額金」として資本の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第４号に定める路線価

に合理的な調整を行って算定する方法によってお

ります。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

・再評価を行った土地の時価の下落による当連結会

計年度末における再評価後の帳簿価額との差

額… 3,026百万円　　 

※４　土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、「土地の再評価に関す

る法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法

律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を

行って算定する方法、及び第４号に定める路線価

に合理的な調整を行って算定する方法によってお

ります。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

・再評価を行った土地の時価の下落による当連結会

計年度末における再評価後の帳簿価額との差

額… 3,983百万円　　 

※５　発行済株式の種類及び総数

　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び

総数は以下のとおりであります。

※５　発行済株式の種類及び総数

　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び

総数は以下のとおりであります。

普通株式 36,436,125株 普通株式 36,436,125株

※６　自己株式の保有数

　連結財務諸表提出会社が保有する提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。

※６　自己株式の保有数

　連結財務諸表提出会社が保有する提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。

普通株式 9,935株 普通株式 13,141株
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　研究開発費

 一般管理費に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　18百万円

当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。

※１　研究開発費

 一般管理費に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9百万円

当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

賃貸用建設機械 75百万円

建物及び構築物 9

機械装置及び運搬具 5

工具、器具及び備品 22

土地 2

計 114

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

賃貸用建設機械 427百万円

建物及び構築物 12

機械装置及び運搬具 5

工具、器具及び備品 10

土地 2

無形固定資産 4

計 460

※３　減損損失

　当連結会計年度において当企業集団は以下の資産

グループについて減損損失を計上いたしました。　

　（用途・種類・場所の概要）

場所 用途 種類

減損

損失額

(百万円）

東京都

文京区

賃貸用

不動産

土地・

建物及び

器具備品

　　58

 

千葉県

四街道市

賃貸用

不動産

土地

及び

建物

　　8

 

三重県

志摩郡

遊休資産

 

土地・

建物及び

器具備品

　　8

 

（経緯及び減損損失の内訳）

　事業用資産、賃貸用不動産及び遊休資産について

減損の兆候を検討した結果、使用状況及び市場の評

価額等により、減損を認識した資産については減損

損失を計上しました。なお、資産科目別の減損計上

額は「土地」16百万円、「建物」57百万円、「器具

備品」0百万円であります。　

（グルーピングの方法）

　固定資産を本業に関わる事業用資産とその他の資

産に分類し、事業用資産に関しては、地域別にグルー

ピングを行い、その他の資産に含まれる賃貸用不動

産及び遊休資産に関しては、物件ごとに市場の評価

額及び使用価値により減損の兆候を検討いたしまし

た。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、賃貸用不動産に関しては将来見

積キャッシュ・フローを４％で割り引いた使用価値

に基づき算出し、遊休資産に関しては、正味売却価

額として固定資産税評価額を適用しております。

※３　

　　　　　　　　　――――――
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高     1,362百万円

預入期間が３か月を超える定期
預金、定期積金

―)　13

現金及び現金同等物期末残高 1,349

現金及び預金期末残高      1,699百万円

預入期間が３か月を超える定期
預金、定期積金

―) 40

現金及び現金同等物期末残高 1,659

①　リース取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。
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②　有価証券

前連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成17年３月31日）

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、売買目的有価証券は保有していないため、該当事項はありません。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年３月31日）

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、満期保有目的債券は保有していないため、該当事項はありません。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日）

区分
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 286 557 270

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 286 557 270

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 2 2 △1

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 2 2 △1

合計 289 558 270

　（注）　　時価のある株式の減損にあたっては、時価が取得原価より30パーセント以上下落している銘柄について、個

別銘柄ごとに、株式の取得時点、決算日、決算日後における市場価格の推移及び市場環境の動向、最高値、最

安値と購入価格との乖離状況、発行会社の業績等、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案し、決算日後お

おむね１年以内に時価が取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みがあることが合理的な根拠をもって予

測できる場合のほかは、減損処理を行っております。

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　　該当事項はありません。

５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

964 543 ―

６　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日）

　　その他有価証券

　　非上場株式　　　　　　　　　　 2,018百万円

　　（注）　当連結会計年度において、株式発行会社の直近の事業年度末における１株当たり純資産額が取得原価に比べ

著しく下落したことなどにより、減損処理（589百万円）を行いました。

７　当連結会計年度中の有価証券の保有目的の変更（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　　該当事項はありません。

８　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成17年３月31日）

　　該当事項はありません。
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当連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成18年３月31日）

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、売買目的有価証券は保有していないため、該当事項はありません。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日）

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、満期保有目的債券は保有していないため、該当事項はありません。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日）

区分
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 321 832 511

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 321 832 511

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 3 3 △1

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 3 3 △1

合計 325 835 510

　（注）　　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について10百万円の減損処理を行っております。

時価のある株式の減損にあたっては、時価が取得原価より30パーセント以上下落している銘柄について、個別

銘柄ごとに、株式の取得時点、決算日、決算日後における市場価格の推移及び市場環境の動向、最高値、最安

値と購入価格との乖離状況、発行会社の業績等、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案し、決算日後おお

むね１年以内に時価が取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みがあることが合理的な根拠をもって予測

できる場合のほかは、減損処理を行っております。

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　　該当事項はありません。

５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

2,319 370 34

６　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日）

　　その他有価証券

　　非上場株式　　　　　　　　　　      44百万円

７　当連結会計年度中の有価証券の保有目的の変更（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　　該当事項はありません。

８　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日）

　　該当事項はありません。

- 24 -



③　デリバティブ取引

前連結会計年度及び当連結会計年度

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

　連結財務諸表提出会社は、借入金について変動金利を固定金利に変換する金利スワップ取引を行ってお

ります。

(2) 取引に対する取組方針

　金利スワップ取引の想定元本は、原則としてヘッジ対象となる借入金と同額に限定し実施することとし

ており、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高い取引は一切行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

　借入金の金利変動による支払利息のキャッシュ・フロー変動リスクを固定または軽減する目的で行って

おり、ヘッジ会計を適用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の方針及びリスク管理に必要な事項等を定めた「金利スワップ取引管

理規則」に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期ご

とに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

　市場金利の変動リスクを有しております。なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金

融機関であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

　「金利スワップ取引管理規則」に基づき、財務部が一括して管理しており、財務部担当役員は取締役会

において定期的に取引状況の報告を行っております。

２　取引の時価等に関する事項

　デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。
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④　退職給付

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社は、退職金制度として適格退

職年金、確定給付企業年金および確定拠出年金を採用

しております。

　連結子会社のうち１社については、適格退職年金制

度を全面的に採用しております。他の連結子会社は、

主として中小企業退職金共済制度に加入しております

が、一部の連結子会社では退職一時金制度を併用して

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社は、退職金制度として適格退

職年金、確定給付企業年金および確定拠出年金を採用

しております。

　連結子会社のうち１社については、適格退職年金制

度を全面的に採用しております。他の連結子会社は、

主として中小企業退職金共済制度に加入しております

が、一部の連結子会社では退職一時金制度を併用して

おります。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △5,685百万円

ロ　年金資産 4,200

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △1,486

ニ　未認識数理計算上の差異（注）１ 964

ホ　未認識過去勤務債務

（債務の減額）
△268

へ　退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △791

イ　退職給付債務 △5,929百万円

ロ　年金資産 5,181

ハ　未積立退職給付債務（イ＋ロ） △748

ニ　未認識数理計算上の差異（注）１ 294

ホ　未認識過去勤務債務

（債務の減額）
△238

へ　退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △692

　（注）１　未認識数理計算上の差異は、主に過年度に割

引率を3.5％から2.5％に変更したこと、及び

前連結会計年度末に割引率を2.5%から2.0%に

変更したことによるものであります。

２　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

　（注）１　未認識数理計算上の差異は、主に過年度に割

引率を変更したことによるものであります。

２　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
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前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 251百万円

ロ　利息費用 109

ハ　期待運用収益 △101

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 137

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △30

ヘ　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）
365

ト　確定拠出企業年金への掛金支払額 34

計（ヘ＋ト） 399

　　（注）１　連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務

費用」に計上しております。 

イ　勤務費用 263百万円

ロ　利息費用 112

ハ　期待運用収益 △123

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 128

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △30

ヘ　退職給付費用

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）
350

ト　確定拠出企業年金への掛金支払額 35

計（ヘ＋ト） 384

　　（注）１　連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務

費用」に計上しております。 

　　（注）２　「イ　勤務費用」には一部連結子会社にお

いて退職金規定の変更に伴い発生した費用

　4百万円を含めて表示しております。 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期

間配分方法

期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率

確定給付企業年金 2.9％

適格退職年金 3.2％

ニ　過去勤務債務の額の

処理年数

10年（発生時の従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法によっておりま

す。）

ホ　数理計算上の差異の

処理年数

10年（発生時の従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法により、翌連結会

計年度から費用処理す

ることとしておりま

す。）

イ　退職給付見込額の期

間配分方法

同左

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率

確定給付企業年金 3.2％

適格退職年金 3.4％

ニ　過去勤務債務の額の

処理年数

同左

　

　

　

　　

ホ　数理計算上の差異の

処理年数

同左
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⑤　税効果会計

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

当連結会計年度
（平成18年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 236百万円

賞与引当金 298

退職給付引当金 307

役員退職慰労引当金 108

たな卸資産評価損 128

投資有価証券評価損 215

会員権評価損 388

減損損失 25

セール・アンド・リースバック取引

前受収益
131

未払事業税 108

未払事業所税 12

繰越欠損金 86

資産に含まれる未実現損益 95

その他有価証券評価差額金 0

その他 363

繰延税金資産小計 2,500

評価性引当額 △76

繰延税金資産合計 2,424

繰延税金負債

特別償却準備金 14

買換資産特定積立金 29

連結上相殺消去された貸倒引当金 27

その他有価証券評価差額金 107

その他 2

繰延税金負債小計 178

繰延税金資産の純額 2,246

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 223百万円

賞与引当金 329

退職給付引当金 269

役員退職慰労引当金 124

たな卸資産評価損 46

会員権評価損 330

セール・アンド・リースバック取引

前受収益
139

未払事業税 122

未払事業所税 12

繰越欠損金 219

資産に含まれる未実現損益 66

その他有価証券評価差額金 0

その他 455

繰延税金資産小計 2,335

評価性引当額 △260

繰延税金資産合計 2,075

繰延税金負債

特別償却準備金 8

買換資産特定積立金 29

連結上相殺消去された貸倒引当金 7

その他有価証券評価差額金 202

その他 1

繰延税金負債小計 246

繰延税金資産の純額 1,829

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 39.54％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
5.87

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.90

住民税均等割 1.50

評価性引当額 2.16

繰越欠損金の使用 △0.31

その他 0.76

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
48.62

法定実効税率 39.54％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
5.20

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.77

住民税均等割 1.18

評価性引当額 4.48

繰越欠損金の使用 △0.13

その他 △1.04

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
48.46
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⑥　セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

　連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸及び販売等を主たる事業内容とし、建設

機械、事務用機器等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と一体となっ

た総合的な営業活動を行っております。

　これらの営業活動は、建設現場において仮設工事及びこれに関連して使用されるという取扱品目の性質並びに

エンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮すると、単一の事業分野に属しているもの

と認識しており、事業分野が単一セグメントのため前連結会計年度、当連結会計年度とも、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度、当連結会計年度とも、本邦以外の国または地域に所在する支店または連結子会社はないため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

　前連結会計年度、当連結会計年度とも、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域にお

ける売上高はないため、海外売上高の記載を省略しております。
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⑦　関連当事者との取引

　前連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の関
係会社

 

 

 

 

 

 

 

JFE商事
㈱

東京都千
代田区

14,540
鉄鋼製品
等の仕入、
販売

（被所有)

直接16.13

間接6.55

転籍

１名

大口仕
入先

商品の仕入等 1,159 買掛金 328

有価証券の売
却

売却代金 409 ― ―

売却益 213 ― ―

JFEスチー

ル㈱

東京都千

代田区
239,644

鉄鋼製品
等の製造

（被所有)

直接39.37

間接0.01

転籍

２名

主要製

品の製

造元

有価証券の売
却

兼任

１名
売却代金 555 ― ―

売却益 330 ― ―

　（注）１　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示

しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。

３　有価証券の売却代金は、取引直近日の市場価額により決定しております。

４　ＪＦＥ商事㈱は平成16年10月1日付で会社分割後の川鉄商事㈱とエヌケーケートレーディング㈱が合併したも

のであります。

(2) 兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の関
係会社の子
会社

JFE商事
建材販売
㈱

大阪市北
区

390
建材製品
等の販売

― ―
大口仕
入先

商品の仕入等 3,628 買掛金 1,381

JFE商事
鉄鋼建材
㈱

東京都江
東区

900
建材製品
等の販売

(被所有)

直接 0.00
―

大口仕
入先

商品の仕入等 8,756
支払手形
及び買掛
金

2,766

　（注）１　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示

しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。

３　ＪＦＥ商事建材販売㈱及びＪＦＥ商事鉄鋼建材㈱は、ＪＦＥ商事㈱の社名変更に伴い、川商建材販売㈱及び

川商鉄鋼建材㈱より社名変更したものであります。
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　当連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の関
係会社

JFE商事
㈱

東京都千
代田区

14,540
鉄鋼製品
等の仕入、
販売

（被所有)

直接16.12

間接6.55

転籍

１名

大口仕
入先

商品の仕入等 757 買掛金 254

JFEスチー

ル㈱

東京都千

代田区
239,644

鉄鋼製品
等の製造

（被所有)

直接39.36

間接0.01

転籍

２名

主要製

品の製

造元

有価証券の売
却

売却代金 2,310 ― ―

売却益 370 ― ―

売却損 34 ― ―

　（注）１　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示

しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。

３　有価証券の売却代金は、当該株式発行会社の株式が市場性のないものであるため、純資産価額方式によって

おります。

(2) 兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の関
係会社の子
会社

JFE商事
建材販売
㈱

大阪市北
区

390
建材製品
等の販売

― ―
大口仕
入先

商品の仕入等 3,545 買掛金 1,795

JFE商事
鉄鋼建材
㈱

東京都江
東区

900
建材製品
等の販売

(被所有)

直接 0.00
―

大口仕
入先

商品の仕入等 7,344
支払手形
及び買掛
金

3,119

　（注）１　上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、課税取引に係る科目の期末残高は消費税等を含めて表示

しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案して価格交渉のうえ、一般の取引先と同様の条件で決定しております。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 　　744.22円 　　      742.94円

１株当たり当期純利益      48.35円           63.81円

１株当たり当期純利益の

算定上の基礎

当期純利益 1,805百万円

普通株主に帰属

しない金額
－） 　43百万円

（うち利益処分に

よる役員賞与金）
( 43百万円)

普通株式に係る

当期純利益
1,761 百万円

期中平均株式数 36,430千株

当期純利益  　2,377百万円

普通株主に帰属

しない金額
－）　52百万円

（うち利益処分に

よる役員賞与金）
(  52百万円)

普通株式に係る

当期純利益
 　2,325百万円

期中平均株式数 36,425 千株

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益

新株予約権等潜在株式がないため記載して

おりません。

新株予約権等潜在株式がないため記載して

おりません。
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５．生産、受注及び販売の状況
(1）生産実績

ａ　製作加工および修理実績

　当企業集団における工場の主たる業務は、建設仮設材の復元修理作業ならびに鋼製山留材等の建設仮設材およ

び各種製品の製作加工であります。

　当連結会計年度の製作加工および修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 前期比（％）

製作・加工

建設仮設材 1,594 21.1

 

製品
7,157 8.1

小計 8,751 10.3

修理 建設仮設材 1,902 △11.2

合計 10,653 5.7

ｂ　工事施工実績

　当企業集団は、建設仮設材の賃貸に付帯して、杭打抜工事、山留架設工事、ソイル柱列連続壁工事等の請負を

行っております。

　当連結会計年度の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 前期比（％）

杭打抜工事、山留架設工事等 9,917 0.3

(2）受注状況

　鋼製山留材、覆工板等の建設仮設材については、各建設現場における汎用性が特徴であり、見込生産を行ってい

るため、受注高の集計は行っておりません。受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工等の鋼製加工

製品について当連結会計年度の受注状況は次のとおりであります。

区分 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円） 前期比（％）

スチールセグメント等 7,310 5.6 3,480 28.6

(3）取引形態別売上実績

　当連結会計年度の取引形態別売上実績は次のとおりであります。なお、当連結会計年度において、総売上実績に

対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありません。

区分 金額（百万円） 前期比（％）

販売 56,662 2.7

賃貸 21,607 8.3

工事 9,917 0.3

修理等 8,066 △5.0

合計 96,252 3.0
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